
自治体ごとに配置される「生活支援コーディネーター」の役割 

（ 「協議体」「生活支援コーディネーター」と参加高齢者 ） 

 

「新地域支援構想」より 

２・私たちが画く新しい地域支援事業の姿 

（５）協議体と生活支援コーディネーター 

（６） 高齢者等の助け合い活動への参加促進   

 

「協議体」と「生活支援コーディネーター」  

○ 現在厚生労働省では、地域支援事業における高齢者への多様な日常生活上の支援体

制の充実・強化に向けて、市町村が主体となってNPO、民間企業、協同組合、ボラン

ティア、社会福祉法人等の生活支援サービスを担う事業主体との連携により、「協議体」

や「コーディネーター」を配置することとしています。 そして、「地域における生活

支援サービスのコーディネーターの育成に関する調査研究委員会」を設置し、その設置

の考え方やコーディネーターの養成等について検討を行っています。  

 

調査研究委員会における考え方 

【「生活支援サービスコーディネーター」についての定義】（案）

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活

支援等サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす者を「生活支援サービス

コーディネーター（仮称）」とする。  

【コーディネート機能の考え方】(案）  

地域の高齢者支援のニーズと地域資源の状況を把握した上で、地域における以下の取組を

総合的に支援・推進。  

① 担い手やサービスの開発、組織化し活動を広げていく、担い手をサービスにつなげる 機能  

② 支援者間のネットワーク化  

③ 地域のニーズと地域資源のマッチング  

コーディネート機能は、概ね以下の３層で展開。当面は第１層・第２層の機能を充実し、基盤整

備を推進していくことが重要。  

第１層 市町村区域で、担い手やサービスの開発機能中心（プロモート、プロデュース機能）  

第２層 小中学校区域で、第１層の機能の下、①～③を行う機能  

第３層 個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチングする機能  

【コーディネーターの役割】(案)  

市町村が定める活動区域ごとに、関係者のネットワークや既存の取組・組織等も活用しながら、



上記のコーディネート業務を実施することにより、地域における生活支援等サービスの提供体制の

整備に向けた取組を推進。  

 

生活支援コーディネーターの位置づけ、役割 

○厚生労働省における調査研究委員会では、コーディネーターの考え方や機能を整理し、

当面は第１層や第２層での活動を充実し、日常生活圏域にも展開していくこと、及びコ

ーディネーターの養成研修を実施することとしています。  

○ 本構想会議としては、概ねその考え方には、賛同できるものと考えますが、さらに、

次の点が重要だと考えます 。 

○コーディネーターは「権限」で調整するのではなく、助け合い活動を行う組織間の信

頼関係にもとづき、担い手や活動組織の立場に立って、その主体性・自発性や活動への

考え方・想いなどに留意しながら、相互に協力して調整を行うことを確認する必要があ

ります。  

○とくに、地域包括支援センターやケアマネジャーなどの専門機関・専門職とは、対等

の立場に立って調整を行うことが重要です。  

○また、コーディネーターの機能・役割として、高齢者以外を対象とする活動の推進や、

地域づくりの観点から地域住民全体に共通する地域課題への対応など、枠組みを広げた

取り組みをしていくことが必要だと考えます。その意味では、協議体として介護保険事

業計画（地域包括ケア計画）や地域福祉計画の策定に参加できる仕組みも積極的に検討

すべきです。  

○コーディネーターの配置にあたっては、取り組みの中立性を確保するうえでも、前述

のとおり、助け合い活動組織の連絡組織（協議体）が結成され、また、協議体がすぐに

は結成までにいたらなくても、諸活動の中心となる地域の助け合い活動の組織や活動者

の意見を反映されることが望ましく、いずれにしても、地域の助け合い活動関係者に支

えられて活動する仕組みをつくること必要だと考えます。  

○本構想会議の構成団体は互いに連携し、地域において、まず協議体の準備会等を活動

組織によって組織し、その中でふさわしいコーディネーターを決めていくということを

促進する役割を果たすことが重要です。  

 

協議体 

○協議体づくりは、それぞれの地域で活動組織が自発的に取り組んでいくことが大前提

だと考えます。協議体づくりは、時間がかかるという指摘もありますが、むしろ、まず

地域の助け合い活動を行う組織が主体的に集まり、協働しながら、「助け合い活動が中

心になって生活支援サービスを推進する必要性」を確認することが重要だと考えます。  



○協議体のメンバーには、テーマ型、地縁型の助け合い活動組織に加え、助け合い活動

の周辺領域の非営利法人、営利法人も積極的に参加できる環境をつくることが重要です。

また、その中で、お互い切磋琢磨する関係をつくっていくことが望まれます。  

○協議体は、生活支援サービスを推進する役割を担うことから、配置するコーディネー

ターを推薦することも重要な機能と考えられます。このため本構想会議では、各構成団

体を通じて、全国の助け合い活動、生活支援サービス実施・推進組織、活動者等に対し、

協議体の組織化に取り組むよう呼び掛けていきます。  

 

高齢者の参加 

○ 助け合い活動は、友人・隣人としての助け合い・支え合いが基本理念であり、サー

ビスの受け手も時にサービスの担い手となる、あるいは、いま担い手である人がやがて

受け手になる、という考え方の上に成り立っています。  

○ 高齢者が助け合い活動に担い手として参加することによって、生活にハリが生まれ、

心身の機能の維持・向上や、社会的な存在としての関係構築など、介護予防や健康で自

立した生活の継続につながる効果が期待できます。  

○ また、高齢者が担い手として参加することで、同世代の（または近い世代の）受け

手の心情に共感したり、高齢者のニーズに即したサービス提供や利用にあたっての配慮

が可能となります。  

○高齢者の担い手としての参加を促進するため、活動に対するインセンティブが働くよ

う、活動についての周知方法や、活動に応じて付与されるポイントや地域通貨などの仕

組みの検討が必要です。  

○ ここでは高齢者について、とくに述べましたが、このことは他の要援助者も同様で

す。担い手と受け手に分かれることなく、参加をすることが助け合い活動の本領である

と考えます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


